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判示事項
1．国際海上物品運送法5条1項1号の堪航能力保持につき注意義務が尽くされ
たとは認められない。
2．運送契約により運送品である丸太を陸揚港の岸壁に陸揚げして引き渡すこと
が約定されている場合における海没した丸太の引き揚げ費用と商法580条2項の
適用（消極）。
1事実の概要
　中華民国法人の会社であるAは、マレーシアの輸出業者Bから丸太を購入
し、Bは、中華民国法人の海運会社Y、（被告・被控訴人）に対してマレーシアか
ら台湾スアオ港までの海上運送を委託した。Aは運送人Y、の発行した船荷証券
の最終所持人である。本船は、マレーシアのクアラ・バラム港から台湾のスアオ
港に向け発航したが、本件事故前日の平成4年10月30日午前4時頃から前線の通
過に伴い風力が8ないし9（ビューフォート風力階級）に高まり、船倉内に複数回
浸水があり、事故当日の午前4時27分頃台湾のスアオ港に投錨し、同10時36分頃
岸壁に固定されたが、船倉内に相当量の海水が滞留して、本船が左舷側に約5度
傾き、さらに午後0時50分頃には13度以上傾き、甲板上の丸太の大部分は海上へ
落下し、同2時頃には30度以上傾くとともに左舷側の船底が海底に着座し、同5
時頃には海水面が右舷側の甲板の高さまでに達し、丸太が海水中に没して油で汚
損した。船倉内に浸水した原因は、本船の左舷船首外板の底部面から約50cmの
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高さの部分に約75．8cmの長さの毛髪状亀裂が生じたことにあった。
　X（原告・控訴人）は、中華民国法人の保険会社で、Aと締結した貨物海上保
険契約に基づき、Aに保険金を支払い、保険代位によりY、に対して、主位的に
国際海上物品運送法（以下「法」という）5条1項1号（船舶を航海に堪える状態
におくべき注意義務）、3条1項（運送品に対する一般注意義務）違反に基づき、予
備的に商法690条に基づき、丸太の減価損害、丸太の回収費用等の損害賠償を求
めた。
　またY2（被告・被控訴人、日本船主責任相互保険組合）は、平成5年8月4日、
Xに対してY、のXに対する損害賠償義務がXの勝訴判決により確定した場合
には、1億200万円を限度として支払うことを連帯保証する旨約しているので、
その条件が成就した場合の保証債務の履行を求めた。なお、本件紛争の準拠法
は、原告と被告ら間の合意に基づき、日本法と定められている。
　Y1は抗弁として、堪航能力の保持につき相当の注意を尽くし（法5条2項）、
また本件事故は船舶の取扱いに関する過失であり（法3条2項）、海上特有の危険
によるものである（法4条2項1号）から、免責されると主張し、損害について
も争った。
　原審は、Y、の堪航能力保持に関する抗弁を排斥してY、の責任を認めたが、損
害については全証拠によっても本件事故に起因して油汚染等の損害が生じたこと
までは認められないとして、Xの請求を棄却した。これに対し本控訴審判決は、
堪航能力保持に関する抗弁についてY、が相当の注意を尽くしていたとは認めら
れないとしてY、の責任を認め、丸太の減価損害のほかに、丸太の回収費用も損
害として認め、控訴人の請求を一部認容した。
II判決要旨
　一　Y、（運送人）の責任について
　（1）債務不履行責任
　本船（船齢15年、総トン数4616トンの木材運送船）は、本件事故の約1か月前の
9月24日、右舷側外板の亀裂浸水事故を起こし、同月29日台湾高雄港で緊急に修
理がなされたこと、日本海事協会の「船舶の建造及び船級についての規則」で
は、船体、機関または属具に船級（堪航性または安定性）に影響を及ぼすかまた
は及ぼすかも知れない損傷を被ったときには、船主らは検査員の調査を求めなけ
ればならない旨、船の船級を維持するために要する全ての修理は検査員の検査の
下で検査員の満足のいくように遂行されなければならない旨規定されているが、
Y、は右事故前修理について何ら検査を受けていなかったことが認められる。
海法・運送法判例研究（中村）　　217
右諸事情に鑑みれば、本船は、錆が生じ、腐食しやすい丸太運搬船で、外板に
溝状腐食が生じやすいものであるから、Y、は、少なくとも事故前修理の際、た
とえその箇所が本船右舷側であるとはいえ、規則に従った検査を受けて、右舷側
だけでなく、本船左舷側の外板の錆や腐食の有無、状態、亀裂の有無等について
も注意を払い、左舷側にも検査の対象を広げるなど、慎重に対処すべきであった
ということができる。本船は、マレーシアの港クアラ・バラムを10月25日発航し
た時点で、すでに堪航能力を保持していなかったというべく、Y、において、単
に本船が公的検査に合格していること、板厚検査により本船左舷外板の板厚が船
級協会の定める最大衰耗率の範囲内の衰耗しか認められなかったというだけで
は、本船の堪航能力の保持につき注意を尽くしていたとは認められない。
　したがって、Yユの法5条1項1号の免責を認めることはできない。そして、
法5条1項の定める義務と法3条1項の定める義務は別異のものと解されるか
ら、被控訴人らのその余の抗弁について判断するまでもなく、Y、は本件運送契
約に基づく債務不履行による責任を負担する。
　（2）不法行為による責任
　Xは、不法行為による責任をも主張する。運送人の運送契約上の債務不履行
に基づく賠償請求と不法行為に基づく賠償請求は競合して成立し、Xは債務不
履行に基づく損害賠償請求のほかに不法行為に基づく損害賠償も請求できること
は、Xの主張するとおりである。しかし、商法690条は民法715条に対する特則
を定めたものと解されること、商法580条は運送人の負担すべき損害賠償額を定
型化、限定し、運送人の責任を軽減して、一面で運送人の保護を図っているので
あるが、不法行為責任が無限定に認められるとなると、右規定が有名無実化して
しまうことなどから、不法行為による損害賠償においても運送人が悪意、重過失
ならともかく、過失の場合は、賠償すべき損害額について商法580条の限度で認
められるべきであると解する。なお、国際海上物品運送法に基づく賠償責任につ
いては、平成4年改正後の同法12条の2において商法580条と同趣旨の賠償額を
定型化する規定がもうけられ、同法20条の2でこれが不法行為による損害賠償の
責任に準用する旨規定されており、国際海上物品運送法の事案である本件におい
ては、不法行為による損害賠償についても損害額は限定されるべきであると解す
るについて参考になるものと考えられる。
　二　Y、（保険組合）の責任について
　証拠によると、Y2は平成5年8月4日、Xに対し、Y、のXに対する本件事故
による損害賠償義務がXの勝訴判決により確定した場合には、1億200万円を限
度として支払うことを連帯して又は各別に保証する旨約したことが認められる。
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そして、Y2が本件事故によるY、のXに対する損害賠償債務を争っていることは
明らかであるから、XのY2に対する将来請求も認容されるべきである。
　三　訴外Aに生じた損害について
　Y、の損害賠償の範囲については、法20条2項により準用される商法580条2項
により定められる。……同条項は、引渡しありたる日における到達地の価格によ
り損害賠償額を算定することとしているが、それは、完全な状態で引き渡された
ならば有していたであろう引渡日における到達地の価格から、一部滅失または致
損した状態における価格を控除した差額を損害賠償額として算定することであ
る。
　（1）丸太の減価損害　　「……以上により、丸太の減価損害については、少な
くとも、Xが荷受人に保険損害金として支払った1，160万台湾ドルを損害額とし
て認めることができる。」
　（2）丸太回収費用　　証拠によると、荷受人Aは訴外Cに依頼して、船倉内
にある丸太1，581本を救助して岸壁に引き揚げたこと、その費用として209万台湾
ドルをCに支払い、その後XがAに右丸太回収費用に係る保険金を支払ったこ
とが認められるので、右金額は本件事故によりAが被った損害と認められる。
ところで、本件において運送契約上、スアオ港を陸揚港とし、運送品を岸壁に陸
揚げして引き渡すことが約定されていたと認められるところ、……丸太の引渡し
前に本件事故が発生したものとみられる。したがって、海中に没した丸太を岸壁
に引き揚げるのは、引渡し以前の問題であり、当然運送人であるY、において引
渡義務の履行としてこれを行うべきであって、商法580条2項の規定にかかわら
ず、その費用はY、が負担すべきものであると解する。
III評釈
　1．はじめに　　本事案において、船荷証券所持人である訴外A、被告運送
人であるY、および原告保険会社であるXは、いずれも中華民国法人であるにも
かかわらず、事件がわが国の裁判所に提訴され、日本の国際海上物品運送法と商
法が適用されているのは、原審判決（高民集53巻2号152頁）に記載のとおり、被
告Y2である日本船主責任相互保険組合が本件事故後、当事者と連帯保証契約を
締結し、その際に「本件紛争の準拠法は、原告・被告ら問の平成5年8月4日付
合意に基づき日本法とする。」と定めているからである。本判決は二つの判示事
項から構成されているが、船舶の堪航能力に関する海上運送人の注意義務につい
て判示した第一点がとくに重要と思われ、以下この問題を中心として1924年の船
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荷証券統一条約（へ一グ・ルール）および英米法等を参酌して検討を加えること
とする。
　2．判旨第一点　海上運送人の堪航能力に関する注意義務について
（1）外航船の堪航能力　　国際海上物品運送法5条1項は、1924年の船荷証券
統一条約（以下、単に「条約」という）3条1項の規定にしたがい、運送人の負う
べき堪航能力の範囲・内容を明らかにし、その1号では船体能力、2号は運航能
力および3号は堪貨能力を定めている。本事案においては、もっぱら1号に定め
る本船の船体能力の有無が問題とされている。
　ところで、本条項により運送人に要求される船舶の堪航能力は、いわゆる相対
的能力であり、あらゆる点において安全な運送を担保する絶対的能力ではない。
この点は、本判決が冒頭のところで述べているように、「特定の運送契約を履行
するための目的地までの航海において、通常の海上危険に堪えて、船積みされた
物品を安全に目的地まで運送できる能力であって、……航海の場所、航海の時
季、船舶技術の水準、積荷の種類、積載方法等を考慮して、航海ごとに相対的に
判断されるべき」問題である。また、これに関連して付言すると、堪航能力に関
する運送人の義務は、「注意を怠ったことにより生じた」運送品の損害につき賠
償責任を負う過失責任であって、かつて英米のコモンロー上船主に認められてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）た結果責任（absolute　warranty）とは異なる性質の責任である。
（2）船舶の公的検査と堪航能力　　本判決にいう船舶の公的検査とは、船舶安
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全法（昭和8・法11号）に定める定期検査と中間検査である（同法5条）。船舶所
有者または船長は、「船舶検査証書」を受有していない船舶を航行の用に供する
ことはできない（同法18条1項1号）。この船舶検査証書は、管海官庁により、定
期検査に合格した船舶に対して交付され（同法9条1項）、この管海官庁による船
舶の検査を代行するのが船級協会であって、同法8条によれば、「主務大臣の認
定した日本の船級協会の検査を受けて船舶の登録をした船舶であって、旅客船で
ないものは、その船級を有する間、第2条第1項各号に掲げる事項（注・船体、
機関、排水・操舵・係船・揚錨等の各設備）および満載喫水線に関して管海官庁の
検査を受けてこれに合格したものとみなされる」（同法8条1項）。
（3）船級協会の発行する堪航証明書の効力　　このように船舶の堪航能力につ
いて船級協会（日本海事協会）の発行する証明書が管海官庁の検査を受けてこれ
に合格したものとみなされているのは、法的にも実際にも重要な意義を有する。
しかし、船級協会の発行する堪航証明書は、当該船舶が堪航能力を有することを
証明する絶対的な証拠力となり得ないことは多くの国で認められている。
　たとえば、イギリスにおいてロイズ船級協会（Lloyd’s　Register　ofShipping）の
発行する証明書を受給していたとしても、それは堪航能力を具備する一応の証拠
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（prima　facie　evidence）となるにとどまり、決定的な証拠（conclusive　evidence）
　　　　　　　　　（3）とはならないとされている。また、アメリカにおいても、堪航証明書は、ほかに
相当の注意を尽くしたことの証拠がなければ、それだけではハーター法の下にお
いても、COGSAの下においても裁判所を満足させるものではないと判示されて
　（4）
いる。さらにフランスにおいてもフランス船級協会（Bureau　V6ritas）の交付し
た堪航証明書は、船舶の毅疵を容易に発見することはできなかったという推定を
生じるが、その推定は覆し得ない（irr6fragable）ものではなく、傭船者は反証を
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）挙げることができるというのが判例である。
　わが国においても、一般に船級協会の発行する証明書に堪航能力に関する絶対
的な証拠力を与える規定はないから、事実に即した裁判官の自由裁量に委ねるほ
かなく、ただ、これらの証明書は事実上有力な証拠となりうるものと解されて
　（6）
いる。
　このように、わが国における多数説および諸外国の判決例が認めているよう
に、船級協会の発行する検査証明書は、当該船舶が堪航能力を有することの絶対
的な証拠力を認めるものではなく、それは証明書が交付された時点において堪航
性を有する一応の証拠としての効力を生ずるにとどまり、運送人（船主）が検査
証明書を提出することによって、一切の注意を尽くしたことを立証したことには
ならないと解すべきである。換言すれば、積荷利害関係人は、当該船舶は発航の
当時、不堪航であったことを主張・立証することができ、最終的に堪航能力の有
無は一切の状況を考慮して事実審裁判官の判断に委ねられることになろう。
（4〉国際海上物品運送法5条に定める注意義務の基準　　同法5条1項は、単
に運送人が「注意を怠ったこと」により生じた運送品の損害と規定し、また同条
2項は「前項の注意が尽されたこと」と規定するのみで、運送人が尽くすべき注
意そのものの基準については触れていない。しかし、本法のモデルとなった条約
は史璽duediligence”（相当の注意）という語を用いている（条約3条1項、4条1
項）。due　diligenceの語の起源は、1893年のアメリカのハーター法に求めること
ができ、これがへ一グ規則に導入されたものである。したがって、て更due　dili－
gence”の内容については、とくに英米法についてみる必要がある。
　Blackヲs　Law　Dictionaryの虻Diligence”の項目によれば、diligenceの程度にも
さまざまのものがあるが、due　diligenceとは、合理的かつ慎重な者が特定の状
況の下において通常尽くすものと期待される思慮分別（prudence）であると説明
されている。海上物品運送法の分野についてみると、due　diligenceによって課
される注意の基準は、コモンロー上の注意義務に相当するものと解釈されてき
　（7）
たが、その義務は他の者に委ねることのできない（non－delegable）個人的義務で
あるという重要な差異をともなっている。
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　国際海運法5条に定める注意義務も通常の注意深い運送人が具体的な状況の下
において尽くすものと期待され、かつ要求される合理的な注意をいうものと解さ
　（8〉
れる。
　そこで本判決をみると、「右諸事情（注・特に本船が本件事故の1か月前に右舷側
外板に亀裂浸水事故を惹起していること）に鑑みれば、本船は、錆が生じ、腐食し
やすい丸太運搬船で、外板に溝状腐食が生じやすいものであるから、被控訴人
Y、は、少なくとも事故前修理の際、たとえ事故前修理箇所が本船右舷側である
とはいえ、規則に従った検査を受けて、右舷側だけでなく、本船左舷側の外板の
錆や腐食の有無、状態、亀裂の有無等について注意を払い、左舷側にも検査の対
象を広げるなど、慎重に対処すべきであったということができる。本船は、マレ
ーシアの港タアラ・バラムを10月25日発航した時点で、すでに堪航能力を保持し
ていなかったというべく、被控訴人Y、において単に本船が公的検査に合格して
いること、板厚検査により本船左舷外板の板厚が船級協会の定める最大衰耗率の
範囲内の衰耗しか認められなかったというだけでは、本船の堪航能力の保持につ
き注意を尽くしていたとは認められない。」と判示している。
　この点は、上記のとおり、通常の注意深い運送人が本件事案の具体的な状況の
下において尽すものと期待される合理的な注意を怠ったことを適切に判断したも
のと評価される。
（5）堪航能力と法定免責　　本控訴審判決では明らかにされていないが、原審
においてY、は、本件運送品の損害は「船舶の取扱いに関する過失」（国際海運3
条2項）によって生じた損害であり、また「海上に特有の危険」（国際海運4条2
項1号）から生じた損害であって、被告運送人は免責されると主張している。
　これに対して本判決は、原審判決とほぼ同様に、「法5条1項の定める義務と
法3条1項の定める義務は別異のものと解されるから、被控訴人らのその余の抗
弁について判断するまでもなく、Y、は運送契約に基づく債務不履行の責任を負
担する」と判示している。判旨の結論そのものに誤りはないと思われるが、「運
送人の堪航能力に関する注意義務と運送品に関する注意義務とは別異のものと解
　　　　　　　　　　　　　　　（9）される」と判示するだけでは不明確であり、この点は、堪航能力に関する運送人
の注意義務は海上運送契約における基本的義務であって、法定免責を援用するた
めの前提要件と解されるという趣旨の説明を示して欲しかったと思う。また、本
事案において本船が遭遇した荒天と不堪航に陥ち入った状態との間に牽連関系が
認められるとしても、堪航能力の保持につき注意を尽くしたとの立証がない限
り、「海上に特有の危険」（peril　ofthesea）（法4条2項1号）を抗弁として主張す
ることはできないであろう。
（6）立証責任　　条約4条1項2文は、「航海に堪えない状態から運送品の滅失
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または損害を生じたときは、この条に定める免責を主張する運送人その他の者
は、相当の注意をしたことを立証しなければならない。」とし、同様に国際海運
法5条2項は、「運送人は、前項の注意が尽くされたことを証明しなければ、同
項の責めを免かれることができない。」と規定している。したがって、船舶の堪
航能力にっき相当の注意を尽くしたことの立証責任が運送人にあることは明文上
明らかである。
　問題は、運送品の損害が船舶の不堪航によって生じたこと、っまり発航に際し
て船舶に不堪航の事実が存したこと、およびこの不堪航と運送品の損害との問に
因果関係が存在することの立証責任は、いずれの当事者が負担するかということ
である。この点につき英米の統一的判例はないが、Scrutton、Carverおよび
Wilson等の学説によれば、まず積荷関係人が本船の不堪航と、これに因る運送
品の損害を立証することを要し、しかる後、運送人が堪航能力につき注意を尽く
　　　　　　　　　　　　　　　　　（10〉したことを立証しなければならないと説く。
　これに対して、Tetley教授は、積荷関係人（cargo　claimant）保護の政策的根
拠から、いずれの場合も運送人がその立証責任を負担すべきである。運送人は通
常、船舶の堪航性につき全面的な事実を入手できる唯一の当事者であるからと
　（11）
説く。
　わが国においては、この立証責任の分配について論じた所説はほとんどみられ
なかったが、原茂教授はTetleyの見解が運送関係者の証拠への近接の度合いを
妥当に評価したものであり、運送人と積荷利害関係人間の妥当な利益調整を目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）としたへ一グ・ルールの趣旨に合致すると解される。
　筆者もこの立場に賛成する。船舶の堪航性に関する具体的事実に容易にアクセ
スできる地位にある運送人が船舶の堪航能力とこれによる運送品の損害について
立証責任を負うと解するのが当事者間の公平と債権法の一般原則に合致すると解
する。本件において、この点に関する立証責任が問題とされている訳ではない
が、原告の方からも台北の検定報告書や日本海事協会の各種規則が甲号証として
提出されているのが注目される。
　3．おわりに　　判示第二点の海上運送人の損害賠償額にっいては紙数制限の
関係から言及を割愛したが、判示の見解はいずれも正当として賛成する。
（1）現在、内航船の船主に適用される商法738条の堪航能力担保義務の性質をかつて最高裁は
無過失責任であると判示したことがあるが（最高判昭和49・3・15民集28巻2号222頁）、現在
でもこの判例を維持すべきであると考えるのは問題である。
（2）船舶安全法は、1929年に批准された「海上における人命の安全のための国際条約」
　（lntemational　Convention　for　the　Safety　of　Life　at　Sea）と1930年に批准された「国際満載
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　喫水線条約」（lntemational　Convention　on　Load　Lines）を実施するために制定された法律
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　【連載の開始にあたって】
　長く早稲田大学海法研究会の名称で中村眞澄先生（早大名誉教授）門下の研究
者を中心とした海事法の研究会が続けられてきたが、1998年に中村先生が早稲田
大学をご退職になり、その後しばらく休眠状態となっていた。このたび、他大学
の研究者、若手の海事弁護士にも加わっていただき、定期の研究会を再開するこ
とができた。そこで、これを期に名称を早稲田大学海法・運送法研究会と改め、
最近少しずつ増えてきている海法・運送法関係の国内判例の研究にあたることに
なった。研究会では新しい判例をできるだけ網羅的に取り上げ、その成果を早稲
田法学に順次発表することにしたい。
　　　　　　　　　　　　　早稲田大学海法・運送法研究会（箱井崇史・記）
